
令和３年10月４日現在

＜当局等提出議案＞

決算案件12件、人事案件３件、予算案件３件、条例案件３件、一般案件２件、市長報告事件10件、

監査委員報告事件２件で、合計35件。

＜議員提出議案＞

意見書１件

当局提出による議案

議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

認第10号
令和２年度焼津市一般会計歳入歳出
決算認定について
【関係課】

歳入決算額　75,787,886,407円
歳出決算額　71,644,618,137円
差引残額　 　4,143,268,270円

賛成多数
認定

認第11号
令和２年度焼津市し尿処理事業特別
会計歳入歳出決算認定について
【下水道課】

歳入決算額　459,680,712円
歳出決算額　414,861,124円
差引残額　 　44,819,588円

全会一致
認定

認第12号
令和２年度焼津市土地取得事業特別
会計歳入歳出決算認定について
【管財課】

歳入決算額　3,336,150円
歳出決算額　3,330,000円
差引残額　 　　 6,150円

全会一致
認定

認第13号

令和２年度焼津市国民健康保険事業
特別会計歳入歳出決算認定について
【国保年金課・健康づくり課・納税
促進課】

歳入決算額　13,030,851,273円
歳出決算額　12,761,889,964円
差引残額　 　  268,961,309円

賛成多数
認定

認第14号
令和２年度焼津市温泉事業特別会計
歳入歳出決算認定について
【観光交流課】

歳入決算額　238,102,479円
歳出決算額　120,817,064円
差引残額  　117,285,415円

全会一致
認定

認第15号
令和２年度焼津市駐車場事業特別会
計歳入歳出決算認定について
【道路課】

歳入決算額　9,196,505円
歳出決算額　8,605,917円
差引残額　  　590,588円

全会一致
認定

認第16号

令和２年度焼津市介護保険事業特別
会計歳入歳出決算認定について
【地域包括ケア推進課・介護保険
課】

歳入決算額　12,258,084,896円
歳出決算額　11,968,276,210円
差引残額　　 　289,808,686円

全会一致
認定

認第17号

令和２年度焼津市後期高齢者医療事
業特別会計歳入歳出決算認定につい
て
【国保年金課】

歳入決算額　1,798,858,544円
歳出決算額　1,750,507,624円
差引残額　 　　48,350,920円

全会一致
認定

認第18号
令和２年度焼津市港湾事業特別会計
歳入歳出決算認定について
【大井川港管理事務所】

歳入決算額　884,129,050円
歳出決算額　864,330,726円
差引残額　 　19,798,324円

全会一致
認定
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議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

事業収益　   2,093,436,132円
事業費用　   1,918,879,336円
当年度純利益　 174,556,796円

剰余金については、当年度未処分利益剰余金
730,717,267円のうち、880万円を減債積立金に
積み立て、501,463,273円を建設改良積立金に
積み立て、220,453,994円を資本金に組み入れ
る。

認第20号
令和２年度焼津市病院事業会計決算
認定について
【企画経理課】

事業収益　  13,245,769,996円
事業費用　  14,466,784,821円
当年度純損失 1,221,014,825円

全会一致
認定

認第21号
令和２年度焼津市公共下水道事業会
計決算認定について
【下水道課】

事業収益　   1,830,605,705円
事業費用　   1,856,463,102円
当年度純損失　  25,857,397円

全会一致
認定

認第22号
焼津市教育委員会委員の任命につい
て
【人事課】

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４
条第２項の規定により、議会の同意を求める。
任命しようとする者：増田紀子氏（新任）

全会一致
同意

認第23号
焼津市固定資産評価審査委員会委員
の選任について
【人事課】

地方税法第423条第３項の規定により、議会の
同意を求める。
選任しようとする者：西川浩之氏（再任）

全会一致
同意

認第24号
焼津市固定資産評価審査委員会委員
の選任について
【人事課】

地方税法第423条第３項の規定により、議会の
同意を求める。
選任しようとする者：田中裕之氏（再任）

全会一致
同意

議第62号
令和３年度焼津市一般会計補正予算
（第７号）案
【関係課】

歳入歳出それぞれ5,479万円の増額補正を行
う。
歳出においては、中心市街地活性化事業費、空
き家利活用対策事業費、消防団加入促進支援事
業費及び感染症拡大防止資機材整備事業費など
の実施に必要な経費の追加・増額を行うととも
に、歳入においては、ふるさと寄附金基金の取
崩し、前年度繰越金の増額及び社会資本整備総
合交付金などの国庫支出金、財政調整基金の取
崩しなどの減額を行う。
また、このほか債務負担行為の追加を行う。
補正後予算額　534億765万円

全会一致
原案可決

議第63号
令和３年度焼津市病院事業会計補正
予算（第１号）案
【企画経理課】

収益的支出におけるＰＣＲ検査外注委託費用１
億294万９千円の増額及び資本的支出における
新型コロナウイルス感染症に対応するための超
音波画像診断装置等の固定資産購入について建
設改良費3,628万５千円の増額を行うほか、収
益的収入における外来収益１億6,846万２千円
の増額及び資本的収入における一般会計負担金
630万８千円、新型コロナウイルス感染症対策
事業費に対する県補助金2,997万７千円の増額
を行う。

全会一致
原案可決

認第19号
令和２年度焼津市水道事業会計決算
認定及び剰余金処分案について
【水道総務課】

賛成多数
認定及び
原案可決
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議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

議第64号
焼津市税条例の一部を改正する条例
の制定について
【課税課】

新病院整備費に充てるため、資本金等の額が１
億円を超える法人に対する市民税法人税割の税
率の特例（超過課税）の適用期限を５年間延長
しようとするもの
１ 改正の概要 令和４年３月31日までに終了
する事業年度分までと規定している超過課税の
適用期限を令和９年３月31日までに終了する事
業年度分までに延長する。（附則第３条の２関
係）
２　施行期日　令和４年４月１日

全会一致
原案可決

議第65号
焼津市立幼稚園条例の一部を改正す
る条例の制定について
【保育・幼稚園課】

１ 改正の内容 焼津市立東益津幼稚園を廃園
とするため、所要の改正を行おうとするもの
２　施行期日　公布の日

全会一致
原案可決

議第66号
焼津市消防団条例の一部を改正する
条例の制定について
【地域防災課】

１ 改正の内容 地域防災力の更なる充実強化
を図るため、消防団員の定員を増員しようとす
るもの
２　施行期日　公布の日

全会一致
原案可決

議第67号

令和２年度社会資本整備総合交付金
事業（防災・安全）（明許繰越）大
井川港胸壁整備工事請負契約の一部
を変更する契約の締結について
【大井川港管理事務所】

株式会社橋本組との間で締結した令和２年度社
会資本整備総合交付金事業（防災・安全）（明
許繰越）大井川港胸壁整備工事請負契約（令和
３年６月29日議決）について、契約金額を変更
する契約を締結するため、議会の議決を求める
もの
契約金額　変更前　146,300,000円
　　　　　変更後　159,731,000円
　　　　　増減　　 13,431,000円の増

全会一致
可決

議第68号
焼津市道路線の認定について
【土木管理課】

道路法第８条第１項の規定により、３路線を認
定しようとするもの
開発行為による帰属に伴う認定 中央高校北分
譲地二号線ほか２路線

全会一致
可決

議第69号
令和３年度焼津市一般会計補正予算
（第８号）案
【関係課】

歳入歳出それぞれ１億1,795万円の増額補正を
行う。
歳出においては、新型コロナ緊急対策事業者支
援事業費、宿泊施設感染防止対策強化事業費、
ＩＣＴ教育推進事業費及び予備費の追加・増額
を行うとともに、歳入においては、新型コロナ
ウイルス感染症対応地方創生臨時交付金及び財
政調整基金の取り崩しに伴う繰入金の増額並び
に駅前広場使用料の減額を行う。
また、このほか債務負担行為の追加を行う。
補正後予算額　535億2,560万円

全会一致
原案可決

報第14号
令和２年度焼津市土地開発公社の決
算状況について
【管財課】

地方自治法第243条の３第２項の規定による報
告。

了承

報第15号
令和２年度公益財団法人焼津市振興
公社の決算状況について
【財政課】

地方自治法第243条の３第２項の規定による報
告。

了承
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議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

報第16号
令和２年度の焼津市の財政の健全化
に関する比率の報告について
【財政課】

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３
条第１項及び第22条第１項の規定に基づき、監
査委員の意見を付けて、令和２年度の健全化判
断比率及び資金不足比率を報告。
１　健全化判断比率
実質赤字比率（数値なし）、連結実質赤字比率
（数値なし）、実質公債費比率6.5％、将来負
担比率13.1％
２　資金不足比率
水道事業会計（数値なし）、病院事業会計（数
値なし）、公共下水道事業会計（数値なし）、
温泉事業特別会計（数値なし）

了承

報第17号
私債権の放棄について
【水道総務課・医事課】

市の保有する私債権について、焼津市債権管理
条例第13条第１項の規定に基づき放棄したの
で、同条第２項の規定により報告するもの
１　放棄した私債権の名称、件数及び額
(1) 水道料金　376件　835,124円
(2) 焼津市立総合病院使用料及び手数料
　　18件　566,260円
２　放棄した事由及び件数
(1) 債務者の失踪、行方不明等　382件
(2) 債務者死亡による限定承認　５件
(3) 破産法等の法令による免責　７件

了承

報第18号

専決処分事件の報告について（交通
事故に起因する損害賠償事件につい
て）
【管財課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告
１　相手方　市外男性
２　損害賠償額　198,460円

了承

報第19号

専決処分事件の報告について（道路
管理瑕疵による自動車破損事故に起
因する損害賠償事件について）
【土木管理課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告
１　相手方　市外男性
２　損害賠償額　232,998円

了承

報第20号

専決処分事件の報告について（交通
事故に起因する損害賠償事件につい
て）
【健康づくり課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告
１　相手方　市外男性
２　損害賠償額　32,511円

了承

報第21号

専決処分事件の報告について（道路
管理瑕疵による自動車破損事故に起
因する損害賠償事件について）
【土木管理課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告
１　相手方　市内男性
２　損害賠償額　319,462円

了承

報第22号

専決処分事件の報告について（道路
管理瑕疵による自動車破損事故に起
因する損害賠償事件について）
【都市整備課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告
１　相手方　市内男性
２　損害賠償額　261,800円

了承

報第23号

専決処分事件の報告について（道路
管理瑕疵による自動車破損事故に起
因する損害賠償事件について）
【土木管理課】

地方自治法第180条第２項の規定による報告
１　相手方　市内男性
２　損害賠償額　4,355円

了承

焼154-46号
令和３年６月分例月出納検査報告書
【監査委員】

地方自治法第235条の２第１項の規定による報
告。

了承
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議案番号 議案名 [　]内は担当課 議案の内容 審議結果

焼154-57号
令和３年７月分例月出納検査報告書
【監査委員】

地方自治法第235条の２第１項の規定による報
告。

了承

議員提出による議案

議案番号 議案名 議案の内容 審議結果

発議案
第６号

コロナ禍による厳しい財政状況に対
処し地方税財源の充実を求める意見
書

令和４年度以降３年間の地方一般財源総額につ
いては、「経済財政運営と改革の基本方針２０
２１」において、令和３年度地方財政計画の水
準を下回らないよう実質的に同水準を確保する
とされているが、急速な高齢化に伴い社会保障
関係経費が毎年度増大している現状を踏まえ、
他の地方歳出に不合理なしわ寄せがなされない
よう、十分な総額を確保すること。固定資産税
は、市町村の極めて重要な基幹税であり、制度
の根幹を揺るがす見直しは家屋・償却資産を含
め、断じて行わないこと。生産性革命の実現や
新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として
講じた措置は、本来国庫補助金などにより国の
責任において対応すべきものである。よって、
現行の特例措置は今回限りとし、期限の到来を
もって確実に終了すること。令和３年度税制改
正において土地に係る固定資産税について講じ
た、課税標準額を令和２年度と同額とする負担
調整措置については、令和３年度限りとするこ
と。令和３年度税制改正により講じられた自動
車税・軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減の
延長について、更なる延長は断じて行わないこ
と。炭素に係る税を創設又は拡充する場合に
は、その一部を地方税又は地方譲与税として地
方に税源配分することなどを強く要望し意見書
を提出する。

全会一致
原案可決
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